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 自然的条件・歴史的条件 ２.１.

（１） 位置・地勢 

本市は、長崎県南部の中央に位置し、東は雲仙市、西は長崎市と長与町、北は大村市と佐賀県太良

町に隣接しています。本市の行政区域＊の面積は 341.79km2で、県下では 5 番目に大きく、長崎県の

約 8％を占めています。 

干潟の有明海、内海の大村湾、外海の橘湾という特性の異なる 3つの海に面し、美しくそびえる多

良山系の山々や市の中央部を流れる県内唯一の一級河川である本明川、その下流には広大な干拓地＊

があり、豊かで多様な自然環境に恵まれています。 

また、市内には長崎自動車道や 4本の国道、JR、島原鉄道が通っており、長崎市、島原半島、長崎

県北部、佐賀県を結ぶ交通の要衝となっています。 

都市計画区域については、諫早市及び長崎市、時津町、長与町からなる長崎都市計画区域を構成し

ています。 

 

 

■図 ２-１ 諫早市の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国土数値情報 
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■図 ２-２ 長崎県内の都市計画区域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：長崎県ホームページ（一部加筆） 

  

 

 

 

 

 

諫早市 



 

 
１０ 

 

（２） 歴史・文化 

本市のもととなる「伊佐早村」は、鎌倉時代（1197年）頃の作とされる『八幡宇佐宮御神領大鏡』

という文書で初めて登場しました。 

鎌倉時代の末期（1330 年）のころから干拓が行われてきたと言われており、時代とともに干拓が

進み、今の諫早平野が形成されました。 

江戸時代には「佐賀藩諫早領」（概ね現在の諫早市（一部は大村藩）、長崎市・佐賀県の一部）とな

りました。領内には長崎街道の宿場や番所が置かれ、多良海道、島原街道の分岐点に位置するなど、

交通の要衝として重要な役割を果たしてきました。 

昭和 32 年に近代日本水害史の中でも、特に大きな惨事として記録に刻まれている諫早大水害に見

舞われました。災害直後から旧建設省による災害復旧対策が行われました。また、破壊された市街地

も長崎県や諫早市による都市計画事業＊による復興が進められ、県央地域の中心都市として大きく成

長し、現在に至っています。 

大水害からの復興後、大規模住宅団地＊の形成や「諫早中核工業団地」への企業群の進出など、着

実に歩みを進めています。 

そして、平成 17年 3月 1日に、諫早市、西彼杵郡多良見町、北高来郡森山町、北高来郡飯盛町、

北高来郡高来町及び北高来郡小長井町の 1市 5町が合併し、現在の諫早市となりました。 

今後、長崎市（長崎駅）と福岡市（博多駅）を結ぶ九州新幹線西九州ルートの開業が予定されてお

り、景気浮揚を目的とした交流人口の増加を目指し、諫早駅周辺の整備など更なる交通結節改善や環

境整備を進めています。 
 

■図 ２-３ 九州新幹線西九州ルート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：要望書 長崎県市長会資料（令和元年 9月）（一部加工） 

  



 

 <１１> 

 １１ 

 

 人口等 ２.２.

（１） 人口等の推移 

本市の人口は、平成 12年までは増加していましたが、その後は減少傾向にあり、平成 27年時点で

138,078人となっています。 

年代別人口の推移をみると、年少人口（0～14歳）と生産年齢人口（15～64歳）は減少が続いてお

り、平成 2年から平成 27年までの 25年間で、年少人口は 10,821人（約 36％）の減少、生産年齢人

口は 8,691 人（約 10％）の減少となっています。一方、老年人口（65歳～）は一貫して増加してお

り、平成 12 年には年少人口を上回るなど、少子高齢化が進行しています。高齢化率（総人口に対す

る老年人口の割合）は、平成 2 年から平成 27 年にかけて約 2 倍に増加し、平成 27 年時点で 27.1％

となっています。 
 

■図 ２-４ 総人口及び年代別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

         

資料：国勢調査 

 

 

都市計画区域の人口の推移をみると、平成17年から平成22年にかけて一旦は減少に転じましたが、

平成 27年には再び増加に転じています。 

都市計画区域のうち、市街化区域の人口は、平成 22年に一旦は減少しましたが、平成 27年には増

加に転じ、長期的には増加傾向にあります。一方、市街化調整区域の人口は、平成 12年から平成 22

年にかけては横ばいで推移していましたが、平成 27年には減少に転じています。 

都市計画区域外の人口は、平成 12年以降一貫して減少しています。 
 

     ■図 ２-５ 区域区分別（都市計画区域・都市計画区域外）の人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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１２ 

 

人口集中地区（DID）＊の推移をみると、人口は平成 7年をピークに減少傾向にあり、平成 27年時

点で 60,568人（総人口の約 44％）となっています。人口密度は平成 2年以降減少が続いており、平

成 27年時点で 50.7人/haとなっています。 

 

■図 ２-６ 人口集中地区（DID）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査、国土数値情報 

 

中心市街地内の人口の推移をみると、諫早市全体で人口が減少する中、平成 23年から平成 28 年ま

では 3,500人台を維持していましたが、平成 29 年は 3,500 人を割り込み、若干の減少となりました。 

一方で、中心市街地内のアエル中央商店街の歩行者通行量をみると、平成 20年は 8,920人でした

が、平成 25年以降は 6千人台まで減少し、平成 29年には 5千人台に割り込んでいます。 
 

■図 ２-７ 中心市街地の人口及び歩行者通行量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※中心市街地の人口：諫早市中心市街地活性化基本計画区域内の人口（各年 10月 1日住民基本台帳） 

※中心市街地の歩行者通行量：アエル中央商店街アーケード内を通行する歩行者、自転車の数（毎年 11月の平日） 

 

資料：諫早市中心市街地活性化基本計画、 

平成 30年度 認定中心市街地活性化基本計画のフォローアップに関する報告  
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（２） 転入・転出 

平成 22年から平成 27年にかけての転入・転出をみると、男女ともに 15～24歳の年齢層が転出超

過となっており、特に 20～24歳の転出超過が顕著です。その他の年齢層は転入超過となっており、

男女ともに 25～49歳の転入が多くなっています。 
 

■図 ２-８ 転入・転出（H22～H27 左：諫早市、右：8市町合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 資料：平成 27年国勢調査 

※＋（プラス）は転入超過、－（マイナス）は転出超過を示します。 

※8市町は、本市と長崎都市計画区域を構成する「長崎市」、「時津町」、「長与町」、県央地域を構成し北側に隣接する「大

村市」、東側に隣接する「雲仙市」を含む、島原地域（「島原市」、「南島原市」）の 6市 2町を対象としています。 

 

平成 22 年から平成 27 年にかけての人口の転入元をみると、長崎市が 2,826 人で最も多く、全転入

者の 19.5％を占めています。長崎市に次いでは、大村市（1,160 人）、雲仙市（1,126 人）の順となっ

ており、隣接市からの転入が多くなっていますが、佐世保市からも隣接市と同程度の転入があります。 

一方、平成 22 年から平成 27 年にかけての人口の転出先をみると、転入と同様に長崎市が 2,105

人で最も多く、全転出者の 15.8％を占めています。長崎市に次いでは、大村市（1,667 人）、佐世保

市（654人）の順となっています。 

転入と転出を合わせてみると、本市は、大村市以外の市町に対しては転入超過となっていますが、

大村市に対しては 507人の転出超過となっています。 
 

■図 ２-９ 諫早市への転入元・転出先 

転入（H22～H27）         転出（H22～H27） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：平成 27年国勢調査 

  

全転入者：14,483人 全転出者：13,345 人 
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 産業構造 ２.３.

（１） 事業所数・従業者数 

本市における民間の事業所数は、長期的に減少傾向にありますが、平成 23年から平成 26年にかけ

ては増加に転じており、平成 26年時点で 6,012事業所となっています。 

従業者数は、平成 23年に一旦は減少しましたが、長期的には増加傾向にあり、平成 26年時点で

59,226人となっています。 
 

■図 ２-１０ 民間の事業所数及び従業者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※調査対象は国内に所在するすべての事業所 

※H16は、旧市町の合計値                  資料：事業所・企業統計調査、経済センサス 

 

（２） 産業別生産額 

本市の生産額は、平成 26年時点で 4,354億円となっています。産業別にみると、製造業の占める

割合が 29.5％で最も高く、次いで、サービス業（26.0％）、不動産業（12.3％）の順となっています。

8市町全体と比較すると、製造業の割合が高く、その他の産業の割合が低くなっています。 
 

    ■図 ２-１１ 産業別生産額（H26）      ■図 ２-１２ 8市町全体の産業別生産額（H26） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    資料：市町民経済計算推計結果           資料：市町民経済計算推計結果  
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（３） 観光 

本市への観光客延数は、増減を繰り返しながらも概ね増加傾向で推移していましたが、平成 27年

から平成 28年にかけては減少し、平成 28年時点で 251.9万人となっています。 

観光客延数の内訳をみると、宿泊客数と日帰り客数の比率は概ね同程度で推移していますが、日帰

り客数の割合がやや増加傾向にあります。 

観光消費額については、観光客延数に比例しており、平成 28年時点で 10,480.4 百万円となって

います。 
 

■図 ２-１３ 観光客数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：長崎県観光統計 

 

■図 ２-１４ 観光消費額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：長崎県観光統計 
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 土地利用・建物利用 ２.４.

（１） 土地利用規制 

 １） 市全体の土地利用規制 

本市の都市計画区域は、市域中部の 9,689ha（市全体の 28.3％）に指定されています。 

都市計画区域以外の土地利用規制についてみると、本市には、農用地区域＊、国有林＊、保安林＊、

地域森林計画対象民有林＊、自然公園地域＊、土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域＊が指定さ

れています。 

農用地区域は、干拓地や山間部を中心に広く指定されています。 

国有林は多良岳山頂周辺の一部、保安林は多良岳周辺の広い地域に指定されています。 

地域森林計画対象民有林は、市域の広い範囲に指定があり、一部が市街化区域にかかっています。 

自然公園地域は、保安林と同様に、多良岳周辺の地域や琴ノ尾岳周辺の地域に指定されています。 

土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域は、市域の南部や北東部を中心に多数指定されてい

ます。 

 
 

■図 ２-１５ 法規制状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国土数値情報  



 

 <１７> 

 １７ 

 

 ２） 都市計画区域内の土地利用規制 

本市の都市計画区域は、9,689ha（市全体の 28.3％）に指定され、そのうち市街化区域が 2,288ha

（都市計画区域の 23.6％）、市街化調整区域が 7,401ha（76.4％）となっています。 

市街化区域に指定されている用途地域は、第 1種低層住居専用地域が 735haで最も多く、次いで、

第 1種住居地域（512ha）・準工業地域（357ha）・工業専用地域（261ha）の順となっています。用途

地域のうち、準工業地域の全域に特別用途地区＊（大規模集客施設制限地区）、商業地域の一部に準

防火地域＊が指定されています。 

その他の地域地区としては、高度利用地区＊が 3箇所、風致地区＊が 4箇所、臨港地区＊が 1箇所

指定されています。 

 
 

■図 ２-１６ 地域地区指定状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■表 ２-１ 地域地区等の面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26年度都市計画基礎調査＊、長崎県ホームページ（数字で見る長崎県の都市計画（2019年 4月閲覧）） 

箇所名 面積（ha） 最終決定年月日
2,288.0 平成26年10月17日
7,401.0 〃
9,689.0 昭和50年7月1日

第1種低層住居専用地域 735.0 平成28年12月19日
第2種低層住居専用地域 － －
第1種中高層住居専用地域 137.0 平成28年12月19日
第2種中高層住居専用地域 34.0 〃
第1種住居地域 512.0 〃
第2種住居地域 34.0 〃
準住居地域 63.0 〃
近隣商業地域 28.0 〃
商業地域 74.0 〃
準工業地域 357.0 〃
工業地域 53.0 〃
工業専用地域 261.0 〃

357.0 平成28年12月19日
高城地区 0.6 平成6年10月25日
栄町東西街区 0.8 平成29年7月25日
諫早駅東地区 1.9 平成28年8月23日

47.3 昭和38年12月28日
裏山 4.5 昭和12年12月14日
御館山 43.5 昭和12年12月14日
上山 133.9 平成25年7月29日
金比羅岳 89.5 昭和12年12月14日
久山港 3.7 平成19年4月3日臨港地区

特別用途地区

高度利用地区

準防火地域

風致地区

地域地区名

用
途
地
域

市街化区域
市街化調整区域
都市計画区域
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第2種中高層住居専用地域 34.0 〃
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工業地域 53.0 〃
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357.0 平成28年12月19日
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１８ 

 

（２） 土地利用現況 

 １） 土地利用の分布 

市全体の土地利用の分布をみると、建物用地は、諫早駅を中心とした市街化区域内に広く分布し、

市街地を形成しています。市街化区域外では、鉄道駅周辺や国県道沿道を中心に、建物用地がある

程度まとまって点在しています。北部と南部の広い範囲は森林となっており、有明海に面した干拓

地は農地が広がっています。 

 

■図 ２-１７ 土地利用の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国土数値情報 土地利用細分（100m）メッシュデータ（平成 28年度） 
 

  



 

 <１９> 

 １９ 

 

都市計画区域内の土地利用の分布をみると、住宅用地は、市街化区域内では鉄道駅周辺や国県道

沿道を中心に広く分布しており、市街化調整区域では山間部の河川沿いや谷筋にまとまった集落が

点在しています。商業用地は、鉄道駅周辺や国県道沿道に立地しています。工業用地は、長崎自動

車道の諫早 ICに近い諫早中核工業団地に大規模な集積がみられます。 

農地のうち、田は、有明海に面した干拓地に広がっており、その他は、山間部の河川沿いや谷筋

に点在しています。畑は、北部の山間部に集積がみられるほか、集落地周辺に点在しています。 

 

■図 ２-１８ 土地利用の分布（都市計画区域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26年度都市計画基礎調査 

 

 

  



 

 
２０ 

 

 ２） 都市計画区域内の土地利用現況 

市街化区域の土地利用をみると、都市的土地利用＊が 1,807.7ha（79.0％）、自然的土地利用＊が

480.3ha（21.0％）と市街化が進展しており、田畑などの開発可能な用地は少なくなっています。最

も多い土地利用は、住宅用地 708.5ha（31.0％）であり、次いで、道路用地 344.4ha（15.1％）・山

林 188.8a（8.3％）の順となっています。 

用途地域別に見ると、住居系用途地域では、中高層住居専用地域で自然的土地利用が比較的多く

なっていますが、これは、グリーンヒルズいさはや西部台が現在整備中であることや、風致地区に

指定し保全している森林等があるためであり、これらを除けば高い比率で都市的土地利用が進んで

います。工業専用地域を除く商業系・工業系の用途地域は、都市的土地利用が 9割近くを占めるな

ど市街化が進んでいます。工業専用地域は工業用地のほか、4割が自然的土地利用であるが残地森

林＊の配置義務によるものであり、有効に土地利用は図られています。 

住宅用地についてみると、第 2種住居地域及び準住居地域を除く住居系用途地域で約 4割を占め

ており、商業系用途地域や準工業地域では約 2割、工業地域では約 1割となっています。 

商業用地は、第 2種住居地域や準住居地域、商業系用途地域で約 2割を占めています。また、工

業地域では商業用地が約 3割を占めており、工業用地よりも多い状況です。 

工業用地は、大部分が工業専用地域に集中しています。 

一方、市街化調整区域の土地利用をみると、自然的土地利用が 6,133.9ha（82.9％）、都市的土地

利用が 1,267.1ha（17.1％）と、自然的土地利用が大部分を占めています。 
 

■表 ２-２ 土地利用現況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26年度都市計画基礎調査 

 

 

 

 

 

 

 
    

資料：平成 26年度都市計画基礎調査  

0 20 40 60 80 100

市街化区域

第1種低層住居専用地域

第2種低層住居専用地域

第1種中高層住居専用地域

第2種中高層住居専用地域

第1種住居地域

第2種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

市街化調整区域

(%)

田

畑

山林

水面

その他の自然地

住宅用地

商業用地

工業用地

公的公益用地

道路用地

交通施設用地

公共空地

その他の空地

指定なし

（上段：面積（ha）、下段：構成比）
土地利用

用途地域
田 畑 山林 水面

その他の
自然地

住宅用地 商業用地 工業用地
公的公益

用地
道路用地

交通施設
用地

公共空地
その他の

空地
22.0 89.6 188.8 39.2 140.7 480.3 708.5 157.1 139.0 140.0 344.4 28.6 171.4 118.7 1,807.7 2,288.0
1.0 3.9 8.3 1.7 6.1 21.0 31.0 6.9 6.1 6.1 15.1 1.3 7.5 5.2 79.0 100.0
5.1 49.2 35.1 5.7 45.4 140.5 307.2 4.3 0.7 43.4 108.6 1.3 114.4 14.6 594.5 735.0
0.7 6.7 4.8 0.8 6.2 19.1 41.8 0.6 0.1 5.9 14.8 0.2 15.6 2.0 80.9 100.0

0.0 4.5 24.6 1.1 13.3 43.5 51.3 0.9 0.1 10.5 15.7 0.2 4.6 10.2 93.5 137.0
0.0 3.3 18.0 0.8 9.7 31.8 37.4 0.7 0.1 7.7 11.5 0.1 3.4 7.4 68.2 100.0
1.1 4.4 2.1 0.5 1.9 10.0 13.0 1.3 0.1 3.8 4.9 0.5 0.0 0.4 24.0 34.0
3.2 12.9 6.2 1.5 5.6 29.4 38.2 3.8 0.3 11.2 14.4 1.5 0.0 1.2 70.6 100.0
8.2 23.1 28.4 8.0 24.8 92.5 211.1 17.3 1.7 44.4 71.6 6.8 41.9 24.7 419.5 512.0
1.6 4.5 5.5 1.6 4.8 18.1 41.2 3.4 0.3 8.7 14.0 1.3 8.2 4.8 81.9 100.0
0.0 0.4 0.1 0.4 2.9 3.8 5.6 6.5 0.0 9.2 6.8 0.9 0.3 0.9 30.2 34.0
0.0 1.2 0.3 1.2 8.5 11.2 16.5 19.1 0.0 27.1 20.0 2.6 0.9 2.6 88.8 100.0
0.2 1.4 0.7 0.8 4.0 7.1 16.0 11.5 1.1 3.7 19.2 2.1 0.3 2.0 55.9 63.0
0.3 2.2 1.1 1.3 6.3 11.3 25.4 18.3 1.7 5.9 30.5 3.3 0.5 3.2 88.7 100.0
0.0 0.1 0.0 0.2 0.3 0.6 7.3 6.6 0.7 1.4 6.4 0.3 0.2 4.5 27.4 28.0
0.0 0.4 0.0 0.7 1.1 2.1 26.1 23.6 2.5 5.0 22.9 1.1 0.7 16.1 97.9 100.0
0.0 0.0 0.2 4.2 6.4 10.8 18.7 12.2 0.4 7.7 15.4 2.9 0.9 5.0 63.2 74.0
0.0 0.0 0.3 5.7 8.6 14.6 25.3 16.5 0.5 10.4 20.8 3.9 1.2 6.8 85.4 100.0
6.2 5.9 8.0 15.3 19.3 54.7 72.8 72.7 22.0 10.3 69.6 12.3 5.1 37.5 302.3 357.0
1.7 1.7 2.2 4.3 5.4 15.3 20.4 20.4 6.2 2.9 19.5 3.4 1.4 10.5 84.7 100.0
1.2 0.6 0.1 1.3 1.9 5.1 5.4 15.0 4.0 0.0 5.7 1.3 0.0 16.5 47.9 53.0
2.3 1.1 0.2 2.5 3.6 9.6 10.2 28.3 7.5 0.0 10.8 2.5 0.0 31.1 90.4 100.0
0.0 0.0 89.5 1.7 20.5 111.7 0.1 8.8 108.2 5.6 20.5 0.0 3.7 2.4 149.3 261.0
0.0 0.0 34.3 0.7 7.9 42.8 0.0 3.4 41.5 2.1 7.9 0.0 1.4 0.9 57.2 100.0

1,063.1 722.5 3,410.1 193.2 745.0 6,133.9 302.4 72.8 52.0 147.4 378.0 12.6 39.7 262.2 1,267.1 7,401.0
14.4 9.8 46.1 2.6 10.1 82.9 4.1 1.0 0.7 2.0 5.1 0.2 0.5 3.5 17.1 100.0

第１種中高層住居専用地域

第２種中高層住居専用地域

第１種住居地域

第２種住居地域

準住居地域

都市的
土地利用

計
合計

市街化区域

第１種低層住居専用地域

第２種低層住居専用地域 指定なし

自然的土地利用 都市的土地利用自然的
土地利用

計

市街化調整区域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

■図 ２-１９ 土地利用現況 
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（３） 建物利用現況 

市街化区域内の建物利用は、棟数・建築面積・延床面積のいずれにおいても、住宅が最も多く、棟

数の約 8割、建築面積・延床面積の約 6割を占めています。 

市街化調整区域の建物利用は、棟数・建築面積・延床面積のいずれにおいても、住宅が最も多く、

棟数・建築面積・延床面積ともに約 6割を占めています。 
 

■図 ２-２０ 建物利用現況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26年度都市計画基礎調査  
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２２ 

 

 都市基盤・都市施設 ２.５.

（１） 都市基盤 

本市の都市基盤＊のうち宅地開発状況をみると、諫早駅や喜々津駅周辺、中心部の国道 207号沿道

などで、土地区画整理事業が実施・完了しています。その他の事業としては、諫早駅西側の国道 34

号沿道で新住宅市街地開発事業＊が実施されており、北側の諫早西部地区が施行中です。中心市街地

では市街地再開発事業が 2地区施行中です。また、大村湾に面した地域で、公有水面埋立事業＊が実施

されており、住宅団地などが形成されています。 

しかし、諫早南部地区と山の手地区の土地区画整理事業で、長期にわたり未施行の箇所があります。 

■図 ２-２１ 市街地開発事業等の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26年度都市計画基礎調査、市資料、基盤地図情報（ベース図） 

 

土地区画整理事業の施行状況を周辺地域と比較すると、土地区画整理事業が実施されている 6市町

の平均 11.0％に対して、本市の施行状況は 8.2％とやや低くなっています。 
 

■図 ２-２２ 土地区画整理事業の施行状況の比較 

 

資料：平成 27年都市計画現況調査  



 

 <２３> 

 ２３ 

 

（２） 都市施設 

 １） 都市計画道路 

本市の都市計画道路＊は、自動車専用道路が 2路線、幹線街路が 32路線、区画街路が 3路線、

特殊街路が 2路線の合計 39路線、85,650mが都市計画決定されています。このうち 18路線が改良

済で、全体の整備率（計画決定延長に対する改良済延長）は 59.6％となっています。 
 

■図 ２-２３ 都市計画道路の整備状況図 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改良済：道路用地が計画幅員のとおり確保されており、一般の通行の用に供している区間。 

概成済：改良済以外の区間のうち、路線として都市計画道路と同程度の機能を果たしうる現道（概ね計画幅員の２/３以上 
    又は４車線以上の幅員を要する道路）を有する区間。 
未整備：改良済、概成済以外の区間。 

資料：諫早市都市計画図、市資料、基盤地図情報（ベース図）※平成 27年都市計画現況調査時点 

 

都市計画道路の整備状況を周辺地域と比較すると、8市町の平均 68.0％に対して、本市は 59.6％

とやや低い状況です。 
 

■図 ２-２４ 都市計画道路の整備状況の比較 

 

※整備率=改良済延長/計画延長  資料：平成 27年都市計画現況調査            



 

 
２４ 

 

 ２） 都市計画公園・緑地 

本市の都市計画公園・緑地＊は、街区公園が 46カ所、近隣公園が 5カ所、地区公園が 1カ所、

上山公園と御館山公園の 2カ所の総合公園、緑地が 2カ所となっており、合計で 56カ所（約 176ha）

が計画決定されています。 
 

■図 ２-２５ 都市計画公園・緑地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：諫早市都市計画図、基盤地図情報（ベース図） 

 

都市計画公園・緑地の整備状況を周辺地域と比較すると、供用率は 8市町の平均 45.0％に対し

て、本市では 92.0％と高い状況です。 

また、一人あたり面積は、8市町の平均 7.40㎡/人に対して、本市は 11.70㎡/人と高い状況です。 

これは都市公園法施行令で定められる標準（都市公園＊の住民一人あたりの敷地面積の標準は 10

㎡以上）を上回っています。 
 

■図 ２-２６ 都市計画公園・緑地の整備状況の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

※供用率=供用済面積/計画面積          資料：平成 27年都市計画現況調査、平成 27年国勢調査  



 

 <２５> 

 ２５ 

 

 ３） 公共下水道等 

本市の生活排水処理＊は、公共下水道、集落排水、浄化槽により行われており、普及率は 88.43％、

処理率は 77.45％となっています。 

そのうち、公共下水道による処理の割合が高く、普及率は 62.46％、処理率は 51.20％となって

います。 
 

■表 ２-３ 生活排水処理施設＊整備状況（事業別、平成 29 年度末時点）  
 

 

 

 

 

 

 

 

資料：いさはや市政概要 2018 

 

平成 29年度末時点での汚水処理人口普及率を周辺地域と比較すると、8市町の平均 80.4％に対

して、本市は 88.4％と上回っています。 

 
 

■図 ２-２７ 汚水処理人口普及率の比較（平成 29年度末時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：長崎県「平成 29年度末 長崎県汚水処理人口普及状況（H30.3.31現在）」  

区分
事業

公共下水道 集落排水
浄化槽

（市管理）
浄化槽
（一般）

合計

86,086 15,542 243 20,024 121,895
62.46% 11.28% 0.18% 14.53% 88.43%

70,577 12,665 243 23,271 106,756
51.20% 9.19% 0.18% 16.88% 77.45%

※1　行政人口は、諫早市住民基本台帳を採用している。
※2　普及率=処理可能人口/行政人口
※3　処理率=水洗化人口/行政人口

処理率（％）※3

行政人口（人）※1 137,836
処理可能人口（人）

普及率（％）※2
水洗化人口（人）

88.4 

97.6 

99.2 

99.7 

99.8 

64.9 

43.1 

50.3 

80.4 

0 25 50 75 100

諫早市

長崎市

時津町

長与町

大村市

雲仙市

島原市

南島原市

8市町平均

（％）



 

 
２６ 

 

 ４） その他都市計画施設 

その他の都市計画施設としては、都市計画駐車場＊、駅前広場、交通広場、通路、汚物処理場、

ごみ焼却場、市場、火葬場等が都市計画決定されています。 

 

■表 ２-４ その他都市計画施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：長崎県ホームページ、諫早市資料 

 

  

当初 最終

駐車場 高城
面積0.18ha、
計画台数240台、計画供用256台

S48.1.16 H6.10.25

駅前広場 諫早駅（東口）
永昌東諫早駅線、
諫早駅前線

面積5,200㎡（計画） H26.8.21 H28.8.23 JR、島鉄

諫早駅（西口） 諫早駅西線
面積4,800㎡（計画）
面積3,000㎡（供用）

S43.3.30 H26.8.21 JR、島鉄

西諫早駅 西諫早駅前線
面積9,300㎡（計画）
面積9,300㎡（供用）

S59.5.11 H13.9.25 JR

喜〄津駅 喜〄津縦貫線
面積3,100㎡（計画）
面積3,100㎡（供用）

H16.1.13 － JR

交通広場 諫早駅交通広場 永昌東町 面積600㎡ H26.8.21 H28.8.23
永昌東町地内に立体
的範囲を定める

通路 諫早駅自由通路 永昌東町、 永昌町 幅員8m、延長約250m H26.8.21 H28.8.23

墓園 諫早南墓園 栗面町 面積9.8ha S52.3.1 －

河川 喜〄津川 多良見町市布～木床 延長3,200m S47.3.29 －

都市下水路 井樋ノ尾川都市下水路 多良見町囲 延長950m S48.1.9 －

名切川都市下水路 多良見町化屋～久山町 延長1,480m S58.2.8 S63.6.1

山中川都市下水路 多良見町市布 延長1,610m H2.9.21 －

自動車ターミナル 貝津町 面積4.45ha S52.2.25 －

汚物処理場 諫早市ほか５町立衛生センター 福田町 面積1.9ha S55.4.11 －
233ｋｌ/日
休止中

新倉屋敷クリーンセンター 仲沖町 面積1.36ha H4.12.11 － 133ｋｌ/日

ごみ焼却場 諫早市清掃センター 福田町 面積1.9ha S59.2.20 －
120t/日
休止中

県央県南環境センター 福田町 面積9.87ha H14.4.23 － 300t/日

多良見町ごみ焼却場 多良見町木床 面積1.94ha H3.9.19 －
40t/日
休止中

市場 諫早地方青果卸売市場 幸町 面積0.98ha S52.12.21 H17.9.13 1,572t／日

地方卸売市場諫早花市場 川床町 面積0.2ha S55.10.30 － 11,000千本／年

火葬場 小ヶ倉斎場 小ヶ倉町 面積3.62ha H3.10.3 － 18体/日

備考種類 名称 位置等 面積等
決定年月日



 

 <２７> 

 ２７ 

 

 その他公共施設・生活サービス施設 ２.６.

（１） 道路・公共交通 

 １） 道路 

本市の道路網をみると、広域的な幹線道路として、本市の西側を九州横断自動車道が縦断してお

り、諫早 IC及び長崎多良見 ICが立地しています。また、本市と長崎市や大村市をつなぐ国道 34

号（長崎バイパス含む）や本市の中心部と島原半島をつなぐ国道 57号、本市を横断し佐賀県方面

につながる国道 207号、本市の南部で長崎市と島原半島をつなぐ国道 251号といった国道が通るな

ど、交通の要衝となっています。その他、国道を起点に主要地方道や一般県道が通っています。 

周辺市町との交通量は、大村方面が 83,388台/日、長崎方面が 72,584台/日、佐賀方面が 7,004

台/日、島原方面が 35,567台/日となっており、西側の大村市、長崎市との交通量が多くなっていま

す。 

 

■図 ２-２８ 道路網図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 27年道路交通センサス、基盤地図情報（ベース図）  

島原半島方面 
国道 57 号 24,050 台/日 
国道 251 号 11,517 台/日 

合計 35,567 台/日 長崎方面 
九州横断自動車道 24,069 台/日 
国道 34 号 29,339 台/日 
国道 251 号 19,176 台/日 

合計 72,584 台/日 

大村方面 
九州横断自動車道 25,212 台/日 
国道 34 号 33,125 台/日 
大村貝津線 25,051 台/日 

合計 83,388 台/日 

 

佐賀方面 
国道 207 号 7,004 台/日 

 



 

 
２８ 

 

 ２） 公共交通 

本市の公共交通＊のうち鉄道については、JR長崎本線、JR大村線、島原鉄道が通っており、JR

長崎本線に 12駅、島原鉄道に 8駅が立地しています。 

バスについては、長崎県交通局（長崎県央バス（株））、島原鉄道（株）、長崎自動車（株）が運

行しており、周辺市町や市内各地を連絡しています。 

市街化区域の大部分が鉄道から 2.5kmの範囲、一部は鉄道駅から 1.0kmの利用圏域にあり、鉄道

が利用しやすい環境にあります。一方で都市計画区域外の市南部及び市北部は、鉄道から遠く、利

便性が低い地域が多くなっています。 

 

■図 ２-２９ 公共交通の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26年度都市計画基礎調査、基盤地図情報（ベース図） 

 

※鉄道鉄から 1㎞圏内は、徒歩でアクセス＊する場合に利便性が高い地域、2.5㎞圏内は、自転車でアクセスする場

合に利便性が高い地域を示します。 

 

  



 

 <２９> 

 ２９ 

 

（２） 公共施設・生活サービス施設等 

 １） 公共施設の整備状況 

本市の公共施設の築年別建設状況をみると、平成以降にも一時的に多くの施設が建設された年

がありますが、全体的には昭和 50年代に建設された施設が多くなっており、昭和 56年以前に建

てられた旧耐震基準の施設が、延床面積の約 36％を占めています。また、昭和 56年以前の旧耐

震基準の施設は、築後 30年以上を経過することから、今後、一斉に老朽化が進行することが懸念

されます。 

 

■図 ２-３０ 公共施設の築年別建設状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：諫早市公共施設等総合管理計画    

 

  



 

 
３０ 

 

 ２） スポーツ施設、観光・レジャー施設の分布状況 

本市のスポーツ施設は、中央地区や各支所周辺に立地しています。 

観光・レジャー施設は、市街化区域では中心部に集積がみられ、それ以外の地域では点在しています。 
 

■図 ２-３１ スポーツ施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：諫早市ホームページ、基盤地図情報（ベース図） 

■図 ２-３２ 観光・レジャー施設  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：諫早市ホームページ、諫早市観光ガイド（いさはやリラックス）、基盤地図情報（ベース図）  



 

 <３１> 

 ３１ 

 

 ３） 大規模小売店舗の分布状況 

本市の大規模小売店舗＊は、市街化区域の東部や国県道の沿道に立地しています。 

 

■図 ２-３３ 大規模小売店舗 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 26年度都市計画基礎調査の大規模小売店舗等の立地状況表より整理 

資料：平成 26年度都市計画基礎調査、基盤地図情報（ベース図）  



 

 
３２ 

 

 開発動向 ２.７.

（１） 開発許可 

本市の開発許可＊の推移を区域区分別にみると、市街化区域・市街化調整区域ともに、件数は増減

を繰り返しながら推移しています。 

開発許可の分布をみると、市街化区域の外周にあたる市街化調整区域において、住宅用途の開発が

多くなっています。商業用途における開発許可は、市街化区域内の国県道沿道に多く分布しています。 

 

■表 ２-５ 区域区分別開発許可件数・面積の推移 

 

 

 

 

資料：平成 26年度都市計画基礎調査 

 

■図 ２-３４ 開発許可の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26年度都市計画基礎調査、基盤地図情報（ベース図） 

  

H18
(2006)

H19
(2007)

H20
(2008)

H21
(2009)

H22
(2010)

H23
(2011)

H24
(2012)

H25
(2013)

H26
(2014)

合計

件数 5 7 10 6 8 8 4 7 1 56

面積（ha） 1.4 2.0 12.5 2.9 2.1 2.6 10.9 9.8 1.8 45.9
件数 29 45 31 20 33 21 31 62 20 292
面積（ha） 2.7 4.6 13.1 1.6 3.6 1.3 2.1 4.4 1.5 34.9

市街化
区域

市街化
調整区域



 

 <３３> 

 ３３ 

 

（２） 新築着工状況 

平成 18年度から平成 25年度までの 8年間の新築の分布をみると、住宅は、市街化区域内大規模宅

地開発を中心に、各地に点在しています。商業は、諫早駅周辺や市街化区域の東部、国県道沿道に多

く分布しています。工業は、諫早中核工業団地、諫早流通産業団地に多く分布しています。 
 

■表 ２-６ 新築状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上段：棟数（棟）、中段：構成比（%）、下段：棟数あたり延床面積（㎡/棟） 

 

■図 ２-３５ 新築の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26年度都市計画基礎調査、基盤地図情報（ベース図） 

  

建物用途

用途地域

2,372 187 59 202 2,820

84.1 6.6 2.1 7.2 100.0
154.7 535.5 1,123.9 723.7 240.9
2,095 72 3 134 2,304
90.9 3.1 0.1 5.8 100.0

140.5 315.4 637.2 815.3 185.8
92 28 0 23 143

64.3 19.6 0.0 16.1 100.0
249.7 781.9 0.0 209.5 347.4

185 87 56 45 373
49.6 23.3 15.0 12.1 100.0

268.1 638.3 1,150.0 713.6 540.6
331 24 11 95 461
71.8 5.2 2.4 20.6 100.0

125.1 217.8 1,724.5 514.9 248.4

市街化調整区域

住居系用途地域

商業系用途地域

工業系用途地域

市街化区域

住宅 商業 工業 その他 総数



 

 
３４ 

 

（３） 農地転用 

本市の農地転用＊の推移を区域区分別にみると、農地転用件数・面積ともに、市街化区域が多くな

っています。また、推移をみると、市街化区域・市街化調整区域ともに、年によるばらつきが大きい

ものの、概ね横ばい傾向で推移しています。 

農地転用の分布をみると、いずれの用途も広い範囲に点在しています。 
 

■表 ２-７ 区域区分別農地転用件数・面積の推移  

 

 

 

 

 

■図 ２-３６ 農地転用の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 26年度都市計画基礎調査、基盤地図情報（ベース図） 

 

 

 

 

 

 

  

H16
(2004)

H17
(2005)

H18
(2006)

H19
(2007)

H20
(2008)

H21
(2009)

H22
(2010)

H23
(2011)

H24
(2012)

H25
(2013)

合計

件数 87 110 104 106 115 79 44 103 80 123 951
面積（ha） 2.4 3.4 2.9 2.6 3.6 1.9 1.1 3.5 2.7 2.8 26.9
件数 52 34 57 58 67 49 33 28 33 55 466
面積（ha） 3.0 1.3 1.8 2.6 2.9 2.0 1.2 0.9 1.6 2.6 19.7

市街化
調整区域

市街化
区域



 

 <３５> 

 ３５ 

 

 災害特性 ２.８.

（１） 風水害・土砂災害 

 １） 災害履歴 

本市は、北部と南部に山地があり、そこから 1級河川本明川（支川含む）をはじめとする、多く

の河川が市街地に向かって流下しています。また、いわゆる干拓によってできた平野は、水面より

も低位置にあるため、古くから台風にともなう暴風雨や河川氾濫、高潮などによる被害を受けてお

り、昭和 32年の諫早大水害では死者行方不明者 630人の甚大な被害を受けています。また、近年で

は異常気象に伴う集中豪雨の発生による災害が増えています。 

 

■表 ２-８ 過去の主な風水害 
 

年号 年月日 災害 県内の災害と被害内容 

明治 44.09.07  床上・床下浸水623戸、山崩れ65件 

大正 03.08.23  河川堤防決壊273箇所 

〃 08.08.15 暴風雨 死者2人、家屋全壊63戸 

昭和 02.07.05 本明川大氾濫 床上浸水1,935戸 

〃 02.09.13 暴風雨 浸水家屋1,336戸、倒壊家屋27戸 

〃 05.07.18 暴風雨 真崎小、有喜小、小栗小校舎倒壊 

〃 11.06.27 

～07.12 

諫早豪雨 620mm、 

死者2人、家屋全壊9戸、半壊13戸、一部損壊21戸、流失1戸 

〃 12.07.27 本明川氾濫 浸水200戸 

〃 31.08.16 台風9号  死者4人、石垣決壊2箇所、堤防、護岸決壊5箇所 

〃 31.09.09 台風12号 住家全壊3棟、護岸決壊1箇所 

〃 32.07.25 諫早大水害 死者行方不明者630人 

〃 37.07.08 九州北西部豪雨 諫早330mm、浸水2,500戸 

〃 39.06.12  白浜町堤防決壊(150m) 

〃 57.07.23 長崎大水害  死者21人、全壊24棟、半壊56棟、床上浸水1,379戸 

うち飯盛地域 死者18人、全壊19棟、半壊34棟、床上浸水225戸 

〃 60.08.31 高潮(諫早湾沿岸) 床上浸水18戸、床下浸水40戸 

平成 03.09.13 台風17号   負傷者6人、一部破損3,000世帯、非住家7棟 

〃 03.09.27 台風19号 死者1人、負傷者18人、全壊4棟、半壊15世帯、 

一部破損12,100世帯、非住家72棟 

〃 09.07.07 

～07.13 

九州地方大雨 中央地区733mm、小栗地区956mm、床上浸水4戸、床下浸水66戸 

〃 11.07.23 諫早地方集中豪雨 諫早(23日9時～10時)123mm、死者1人、床上浸水240戸、 

床下浸水471戸、全壊家屋1棟、半壊家屋1棟、一部損壊家屋3棟 

〃 23.08.23 諫早地方集中豪雨 時間雨量（23日21時～22時） 97mm（本野） 

連続雨量（22日10:44～24日8:00まで） 300mm（富川） 

床上浸水10戸、床下浸水36戸、一部損壊家屋2戸 

〃 28.01.23 

～01.29 

大雪・低温 降雪期間（23～25日） 最深積雪 17cm 

最低気温（25日午前2時） -6.4℃（市役所屋上） 

断水戸数12,725戸（ピーク時）自衛隊給水活動（26～29日） 

隊員延べ120人 

資料：諫早市地域防災計画書 
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 ２） 被害想定 

本明川水系洪水浸水想定区域図（想定最大規模）によると、概ね JR長崎本線と島原鉄道に囲まれ

た地域が浸水想定区域となっており、有明海に面した干拓地には 3.0m以上の浸水が想定される区域

も存在します。 

また、土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域が、本市の北東部や南部を中心に多く指定され

ており、土砂災害の危険性も高い状況です。 
 

■図 ２-３７ 本明川水系洪水浸水想定区域図（想定最大規模） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：長崎河川国道事務所ホームページ 

■図 ２‑３８ 土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         ※令和元年 8 月現在 

資料：長崎県総合防災 GIS 

土砂災害警戒区域 

土砂災害特別警戒区域 
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（２） 地震被害 

 １） 災害履歴 

長崎県における過去の主な地震被害は、以下のとおりです。 

本市に隣接する雲仙岳や島原半島を中心とした地震が多く発生しています。 
 

■表 ２-９ 過去の主な地震被害 

西暦(和暦) 地域名 地震規模 M 県内の被害中心地 県内の被害の概要 

1657.1.3 
(明暦 2.11.19) 

長崎  長崎 家屋一部損壊 

1700.4.15 
(元禄13.2.26) 

壱岐・対馬 7.0 壱岐・対馬 石垣・墓石・家屋倒壊 

1725.11.8-9 
(享保10.10.4-5) 

肥前・長崎 6.0 長崎・平戸 諸所破損多し 

1730.3.12 
(享保15. 1.24) 

対馬  対馬 諸所破損多し 

1791.12.5 
(寛政3.11.10) 

雲仙岳  小浜 家屋倒壊・死者2人 

1792.4.21-22 
(寛政4. 3. 1-2) 

雲仙岳 
(三月朔地

震) 

 島原・小浜・森山 石垣崩壊・地割れ・家屋損壊 

1792.4.25 
(寛政4. 3. 5) 

雲仙岳  森山 石垣崩壊・地割れ・家屋損壊 

1792.5.21 
(寛政4.4.1) 

雲仙岳 
(島原大変) 

6.4 島原 石垣崩壊・眉山大崩壊・大津波 
死者1.5万人 

1808.8.2 
(文化5) 

  五島 石垣・石塔崩壊 

1828.5.26 
(文政11.4.13) 

長崎 6.0 天草・長崎・五島 出島周辺崩壊数箇所、石仏転倒 

1866.5.14 
(慶応2.3.30) 

  千々石 各所の損壊 

1915.7.20/21 
(大正4.7.20/21) 

喜々津地震
群 

 喜々津村 井樋の尾岳 石垣一部崩壊 

1922.12.8 
(大正11.12.8) 

千々石湾 
(島原地震) 

6.9(1時49
分) 

北有馬 家屋倒壊・死者23人 
煙突倒壊、水道管破裂 

6.5(11時02
分) 

小浜 家屋倒壊・死者3人 

1951.2.15 
(昭和26.2.15) 

島原半島地
方 

5.3 千々石 地割れ 

1984.8.6 
(昭和59.8.6) 

島原半島地
方 

5.7(17時30
分) 

小浜・千々石 家屋一部損壊・石垣墓石倒壊 

5.0(17時38
分) 

  

2005.3.20 
(平成17.3.20) 

福岡県西方
沖 

7 壱岐 負傷者2人、住家全壊1棟、 
住家一部破損16棟ほか 

2016.4.14-16 
(平成28.4.14-16) 

熊本県熊本
地方 

最大7.3 
(1時25分) 

南島原・島原・雲仙・
諫早 

住家一部破損1棟ほか 

資料：諫早市地域防災計画書 

 ２） 被害想定 

長崎県地震等防災アセスメント調査報告書（平成 18年 3月）によると、本市では、活断層による

内陸型地震により、最大で震度 5強から 6強の揺れを観測し、橘湾に面した飯盛町では、最大 1.72m

の津波が 1分で到達すると想定されています。 
 

■表 ２-１０ 想定される地震 

想定地震 地震規模 震度 

雲仙地溝北縁断層 Ⅿ7.3 震度5強～6強 

雲仙地溝南縁東部断層帯と西部断層帯の連動 Ⅿ7.7 震度5強～6強 

島原沖断層群 Ⅿ6.8 震度4～5弱 

橘湾西部断層帯 Ⅿ6.9 震度4～6弱 

大村－諫早北西付近断層帯 Ⅿ7.1 震度5強～6強 

資料：長崎県地震等防災アセスメント調査報告書（長崎県、平成 18年 3月） 
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■表 ２-１１ 津波予想高と津波到達時間  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：長崎県地震等防災アセスメント調査報告書（長崎県、平成 18年 3月） 

また、海溝型地震津波想定に関する報告（平成 24年 3月）によると、海溝型地震（4連動モデル

（東海・東南海・南海・日向灘））により、本市では、橘湾沿岸の有喜漁港で最大 0.51mの津波が

146分で到達すると想定されています。 
 

■表 ２-１２ 最大津波高及び津波の到達時間  

 

 

 

 

 

資料：長崎県地震等防災アセスメント調査報告書（長崎県地域防災計画見直し検討委員会、平成 18年 3月） 

 

平成 28年 10月 31日には、長崎県より、最大クラスの津波が悪条件下において発生した場合に想

定される浸水の区域（浸水域）と浸水（浸水深）を表した「長崎県津波浸水想定図（第 2版）」が公

表され、橘湾沿岸の有喜漁港、江ノ浦漁港周辺では、最大浸水深 1～2m程度の津波被害が想定され

ています。さらに、津波に対する警戒避難体制の整備をより確実なものとすることを目的に、津波

浸水想定の浸水区域を基本とした津波災害警戒区域が指定されています。 
 

■図 ２-３９ 津波浸水想定（左：江ノ浦漁港周辺、右：有喜漁港周辺） 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

資料：長崎県津波浸水想定図（第 2版）（作成範囲：63） 

初期
潮位

地盤の
隆起・沈降量

津波
到達時間

最大津波
到達時間

最大
水位

最大
津波高

(m) (m) （分） （分） (m) (m)

有明海沿岸 小長井港 3.22 -0.02 201 201 3.40 0.20
橘湾沿岸 有喜漁港 2.01 -0.02 146 161 2.50 0.51
有明海沿岸 小長井港 3.22 -0.02 259 259 3.40 0.20
橘湾沿岸 有喜漁港 2.01 -0.02 146 161 2.47 0.48
有明海沿岸 小長井港 2.50 -0.02 243 254 2.70 0.22
橘湾沿岸 有喜漁港 1.72 -0.02 146 160 2.20 0.50
有明海沿岸 小長井港 2.50 -0.02 257 261 2.71 0.23
橘湾沿岸 有喜漁港 1.72 -0.02 146 161 2.18 0.48

（4）朔望平均潮位において
　　堤防等施設が機能しない場合

ｹｰｽ

（1）既往最大潮位において
　　堤防等施設が機能する場合
（2）既往最大潮位において
    堤防等施設が機能しない場合
（3）朔望平均潮位において
　　堤防等施設が機能する場合

想定地震
津波高

(m)
津波到達時間

（分）

飯盛町 0.97 2
諫早市 0.64 1
森山町 0.38 0
高来町 0.37 7

小長井町 0.38 6
諫早市 0.11 19

多良見町 0.08 18
飯盛町 1.72 1
諫早市 1.63 1
森山町 0.87 1
高来町 0.53 18

小長井町 0.52 15
諫早市 0.26 4

多良見町 0.08 4
飯盛町 0.05 53
諫早市 0.04 -
森山町 0.01 -
高来町 0.06 5

小長井町 0.06 6
諫早市 0.42 13

多良見町 0.37 24

大村-諫早北西付近

雲仙地溝北縁

雲仙地溝南縁
東部断層帯と

西部断層帯連動

大村湾

橘湾

有明海

大村湾

有明海

箇所

橘湾

有明海

大村湾

橘湾
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